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Damage　controlled　building　incorporating　dampers　has　been　popular　in
亅apan ，　however，　few　numbers 　oflow ・rise　buildings　are　applying 　this　concept ．
One　ofthe 　reason　is　such 　buildings　have　difficulty　fer　incorporating　brace　or
wall　dampers．　To　solve　this　problem，　authors　have　proposed　elasto−plastic
damper　at　beam　ends ，　which 　can　be　replaced 　after　large　earthquake ．
In　this　paper，　the　varidity　 of しhjs　damper　is　velified　 using　two　practical
building　models ，　followed　by　the　proposal　for　simplified　response　estimation

method ，　which 　requires　no 　time−history　analysis．

1．は じ め に

　大 地 震 にお い て も鉛 直荷 重 を 支持 す る主 架 構 を弾 性 域 に 留

め 、取 替 え 可 能で 安 定 し た復 元 力 特性 を有す る制 振 部 材 に 入

カ エ ネ ル ギーを集 中 させ 、建 築 物 の 損 傷部 位 を 限 定す る こ と

で 修復 を容易 とす る 損傷制御構造は 、高層建 物 を 中 心 に 普 及

が進 み 、現 在 建 設 され て い る高 層 鋼 構 造 建 物 の 大 部 分 が 同 様

の 思 想 で 設 計 され て い る と言わ れ て い る り。そ の 設 計 方針 は、

梁 ・柱 か らな る モ ー
メ ン トフ レ ーム を地 震 時 に お い て も鉛 直

支 持 能 力 を維 持 す る架構 と し、こ れ に 剛性 の 高 い ブ レ ース 型、

間 柱型 、壁 型 の 制振 部材 を挿入 す る こ とに よ りダ ン パ ー部 位

に地 震 エ ネ ル ギーを集 中 させ る こ とを意 図 し て い る。し か し、

兵 庫 県 南部地 震で 大 きな被害 が 見 られ た 商業建 築 な どの 中低

層 鋼 構 造 建 物 に関 し て は、こ の よ うな設 計思想 が あま り普及

し て お らず、そ の 理 由 と し て 以下 の 点 が考 え られ る。

（a）商 業 建 築 な どの 中低 層 建築で は
一

方 向 に 開 口 部が集 中 して

　 お り、建 築計 画 上 ブ レ ース 型 や 問柱 型 の 制 振 部 材 を 十 分 に

　 配 置 で き な い 場 合 が 多い 。

（b）高層 建 物の 設 計 は 動 的設計 に 拠 る の に 対 し、中 低 層建 物 の

　 設 計 は建 築 基 準 法 （特 に許 容 応 力 度 設 計 ）に 準 拠 した 静的設

　 計 に拠 る こ とが 多い た め、制振部材 の 減衰効果を 設計 に 十

　 分 に 反 映 する こ とが で きな い 。

　 ま た 中低層鋼 構 造 建物 に は建物 の 性能 上 、以 下 の よ うな問

題点を内 包 し て い る こ とが過 去 の 地 震 被害報 告 か ら明 らか に

な っ て きて い る 。

（c）中低層骨組 が大 地 震 時 の 入 力 に よ り塑 性 化 した 場 合 、層 間

　 変形角が 高層骨組 に比 べ 大 き くな る傾 向 が 強 い
。

こ の 現 象

　 は 現 在の 保 有水平 耐力設 計 で は 表現 され な い が、レ ベ ル 2の

　 地震時 に は層間変形角が lt80〜 1！40 に 達するこ とが 多い 。

　 こ の た め大 地 震 時 の 内外 装 の 損壊 が 顕著に な りやす い。

（d）さ らに 梁 ・柱接合部 の 溶接部分 が 高 層 建 物 に比 べ て 品質 信

　頼 性 に 欠 け る場 合 も あ り、大 地 震時に 発 生 す る 梁端回 転角

　 に 耐 え られ ず破断 に 至 る 事 例 が数 多 く見 られ る。こ の 場 合 、

　建 物 は 内 外 装 の 損 壊 に留 ま らず 倒 壊 に 至 る危険性 が あ る。

（e）上 記 の よ うな フ レ
ーム に 制振 部材 を挿入 した と して も、大

　 地 震 に 対 して 接 合 部 梁 端 の 塑性 化、破断 を回 避 し きれ ない

　 可 能性が ある。こ の 場合、建 物 の 修復性 は 保 障 され ない 。

　（a）
〜
（e）よ り中低層鋼構 造物 は 高層 建 物 以 上 に 損 傷制 御構 造

の 導入 が 必 要 で あ る に も関 わ らず、普及 環塊 が整 備 され て い

ない とい う現状が あ る。筆者 らは そ の 解決 策 の 1つ と して 梁 端

塑性化 ジ ョ イ ン トを 用 い 、損傷 を梁 端 下 フ ラ ン ジ の 接合要 棄

に 限 定 し た 損傷制 御 フ レ ーム を提 案 し、各 種 の 実 験 に よ り安

定 し た復 元 力 特 性 が 得 られ る こ と を 示 しだ ）
D しか し な が ら こ

の よ うな 梁端 部 を ダ ン パ ー
化 した 制 振 構 造 物 の 設 計 法 、及 び

そ の 効果 に つ い て 検討 し た 研 究は ほ とん ど見 られ な い。そ こ

で 本研究で は 梁端部 に 上記 の 弾塑 性 ダ ン パ ーを導 入 した 場 合

の 構造設計上 の 考 え 方 を 整理 し、規模 の 異な る2種類 の 構造物

に っ い て 試設 計を行 うこ とで そ の 導入 効果 を検証 し、さ らに

時刻 歴 応答解析 が不 要な簡 便 な応 答 評 価 手 法 の 提 案 を行 う。

2．梁端弾塑性ダ ン パ ー
を用 い た 構造 計画

　文 献 2）で 示 され た 塑性 化 ジ ョ イ ン トに よ る 損傷制御 フ レ ー

ム の 概念図を図 1お よ び 図2に 記す。本構 造 方 式 は座 屈 拘 束 ブ

レ ース な どの 制 振 部材 とス プ リ ッ トテ ィ 接合な ど の ボ ル ト接

合され た梁 ・柱接合部 の 組み 合わせ か らな り、梁端 部 下側 の

ス プ リッ トテ ィ （以後、塑性化 ST と呼 ぶ 〉に安定 し た 復 元 力特

性 を 有 す る部 材 を使 用 す る こ とに よ り、梁端部 に 取替 え可能

なダン パ ー
として の 働 きを持 たせ る。こ の 時、塑性化 ジ ョ イ
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ン トの 全 塑性モ
ー

メ ン トの 上 下 限値 を一
定範 囲 内に 制御す る

こ とで 損傷 を塑性化 ジ ョ イ ン トに限 定 し、梁 ・柱な どの 主架

構 を 弾性域 に留 め る こ とが で き る。鉛直支持能 力 は 無損傷 の

梁 ・柱お よ び上 フ ラ ン ジ 側 の 弾性 ST に よる モ ー
メ ン トフ レ ー

ム に よ り保 障 され て い るた め、大 掛 か りな仮 設 な しで 梁 下 フ

ラ ン ジ 側の 塑性化 STを 交換す る こ とが 可 能 で あ る。ま た 本接

合 は 柱 の ダイ ア フ ラ ム が 不 要 とな る た め、鉄 骨 加 工 の 手 間 が

大幅 に 削減す る こ と が 可 能で あ り、鉄骨部材 の リユ
ー

ス に も

対 応 可 能 な シ ス テ ム と言 え る。こ うい っ た 梁 端 接 合 部 を使 用

し た 構 造形式 と し て は 以 下 の 2 形式 が 考 え られ る、

（1）塑 1生化 ジ ョ イ ン トと制振 部材 を併 用 す る 形 式

　図 3（a）に示 す よ うに梁 ・柱 接 合 部 に 溶接 を用 い ず 、ボ ル ト

　 を使用 し た 半 剛接合は 溶接接合 に 比 べ 品質安定性 に 優れ 、

　 大 き な変 形 追 従 能 力 を有 して い る が、初期 剛 性 が 低 い た め

　 中規 模 の 地震 に 対 し て も過 大な変形 を起 こ し て し ま うこ と

　が あ る。そ こ で 図 3（b）の よ うに 梁端 塑 性 化 ジ ョ イ ン トと初

　 期 剛 性 ・変形 追従 能 力 が 高 い 制 振 部 材 を組 み 合わ せ る こ と

　 で 、中 地 震 時 の 変形 を抑 え つ つ 、か つ 層間変形 能 力 の 高い

　 フ レ ーム を構 成 す る こ と が 可 能 とな る 。

（2）塑性化 ジ ョ イ ン トの み で エ ネル ギーを吸収 す る 形 式

　 商業建 築の よ うに建 築計 画 上 モ ーメ ン トフ レ ーム の み で 構

　造 が形成 され、ブ レ
ース 型 や問柱型 の 制振 部材 が挿入 で き

　 ない 建 物の 場合、塑性化 ジ ョ イ ン トを付設する大梁 に 梁せ

　 い が 高 く剛 性 の 大 き な部材 を 配 置 す る こ とで 変形 を集 中 さ

　 せ 、梁端部 に ダン パ ーと して の 働きを部分的に 持た せ る。

　上記 2形 式 の 考え 方に 基づ き、梁端塑性 化 ジ ョ イ ン トを配 置

した 具体例 をそ れ ぞ れ 図 4  ，（il）に 示 す。（i），（ii）の 構造形式 と

も に 特定層 へ の 損傷集中を 回 避 し、残留変形 を
一

定以 下 に 抑

え る た め に、想定 され る 地 震入 力 に対 し弾性 域 内 に 留ま る フ

レ
ー

ム 要 素 を残 し て お くこ とが 望 ま し い 。こ の た め に は 、

  制振部材回 りの 梁せ い を 小 さ くして 弾性要素 と し、境界梁

　 に 塑性化 ジ ョ イ ン トを使 用 す る。一
図 4・ 

　 こ の 場合、梁端部 ジ ョ イ ン トまた は 制振 ブ レ ース の どちら

　 か は、あ る レ ベ ル ま で 弾 性 に 留 め る こ とが 望 ま しい
。

（ii）塑性化 ジ ョ イ ン トを付設す る大梁の 梁せ い を大き く し、弾

　性 要 素 の 梁 せ い を小 さ く して 並 列 させ る 。

一
図 4−（ii）

等の 構造計画 が有効 と考えられ る。弾性 要 素の 梁 ・柱接合部

に は 通 常 の 溶 接接合 を 用 い た り、塑 性 化 ジ ョ イ ン トに 降伏 点

が 高い 部材を使用 す る こ とで 、塑性化 要 素 と弾性 要 素 を種別

す る こ とが で きる。

　   ，（ii）の 設 計 の 内、（i）で は既 往 の 弾塑性ダ ン パ ーを付 設 す る

制振構造 と 同等 の 性状を有 して お り、応答予測に 関 して も既

往の 研 究 が 応 用 で き る 。 しか し（ii）の 設 計 に つ い て は 導入 効果

や応答予 測法が示 され て い ない。そ こ で 実在する 建物 をベ ー

ス と した鉄骨建 物を用 い て 規模 の 異 な る 2つ の モ デル に つ い て

試設 計 を行 い 、梁端ダ ン パ ーを用 い た構 造物 の 地 震応 答性 状

や経済性の 評価を行 うD

3．実在建物 モ デル を用 い た試設計

　評価 を行 う上 で 7 階モ デ ル お よび 15階モ デル の 2種 の モ デ

ル を設 定す る。
3，17 階モ デル の 応答性状

126

・柱接 合部

梁端 上 側 ；

弾性 S丁

梁端 下側 ；

塑性化 ST

図 1 梁端 塑 性 化 ジ ョ イ ン ト＋ 制振 ブ レ ース の 組 み 合 わ せ

せ ん断耐 力
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〔b｝制振 ブレ
ー
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（1）制振部材付 フ レ
ー

ムで の 配置例　　　　　　　（li）モ
ー

メ ン トフ レ
ー

ム で の 配 置例

　　　　図 4 梁端塑性化 ジ ョ イ ン トの 配置例
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　 H−440x300x］lxlShzら
H．900x2eOxT2xl9［・［変更

さ ら に 梁端 ダン パ ーを 付設
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　 　 MF7 モ ァ ル

鉛直荷 巫 ・地震力 に よ る 長

期、短期 の 応力解析
．
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部 材 の 変更

　 （1 次設 計）

許容応力度 設計

層間変形角 sJf200

YES

NO

さらに事務室 部の 大 梁 を

H −588 ×300 × 12×2eか ら

H −600×20GxTTx ］7に変更

さ らに 建物全 体の 柱 を

H −800x］eo×上4x26カ、ら

H−700x300Xl］X24 に 変更
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　 DF7．1 モ デ ル DF7．2 モ デル

図 67 階モ デ ル の 簡 略 図

　7階モ デル は 図5 に 示す よ うな、都市 部で 良 く見 られ る形式

の 実在建 物 をベ ース と した 構 造物 で、側 面 を隣接す る建 物 と

接 し、正 面 と背 面 を道路 に 接す る片 コ ア 式 の 事務 所 建築 で あ

る。こ の よ うな建 物 で は桁 行 き方向 に は ブ レ
ース （制振 ブ レ ー

ス ）を配 置で き るが、ス パ ン 方向に は建築計画上 ブ レ ース を挿

入 で きない こ とが 多い 。 そ こ で ス パ ン 方向 に塑性化 ジ ョ イ ン

トを 付 設 した 建物 を考え、在来 の モ
ー

メ ン トフ レ ーム と比 較

検討を行 う。

　検討 した モ デル は 図6に 記す4形式 とす る。MF7 は 溶接接合

を想定 した 固有周期約1秒程度 の 在来 モ ーメ ン トフ レ
ーム で あ

る。各 部 材 は基準 法設 計用せ ん 断力（1次設計）に対 し許 容 応 力

度設 計 され、か つ 1次設計 時 の 層 問 変形 角 が II20e以 下 に な る

よ うに設 定 され て い る。DF7 −1は べ 一
ス とな る主架構 は MF7

と同様だが コ ア 部の 梁せ い を 高 く し、そ の 梁 端部 に梁端ダ ン

パ ー
を付設 した モ デル で あ る。こ こ で 梁端ダン パ ーは 各層 の

層せ ん断 力 が、1次設 計用層せ ん 断力 よ り 5％ 高い レ ベ ル に達

し た時点で 降伏す る よ うに 設 計 され て い る。DF7 −2は DF7 ・1か

ら事務 室部 の 梁 サ イ ズ を 低減 し たモ デル で 、DF7 −3は さ ら に全

層 の 柱サイ ズ を低減 した モ デル で あ る。各 モ デル の 部材断面

の 詳細を 表 1に 記 す。

　主架構の 鋼材は 主 に SM490 （F値
一325［N！mmz ］）を使用 し、DF7

シ リ
ーズ に お い て 梁 端 ダン パ ーを 付設 す る大梁 は 剛性 の み を

必 要 とす るた め、経済性を考慮 し SS400（F 値
＝235［N！mmi 亅）を

使 用 す る。梁端ダン パ ー
は 予 定 され た 地 震応答 に 対 し確実 に

塑性化す る よ うに 管理 降伏応力度幅の 狭い LYP225 （a
，

・
　205〜

245［N ／mm2 】）を使 用 し、付 設 し た梁端部 に 作用 す る 曲げモ ーメ

ン トが 700 ［kN．m ］に 達 し た 時 点 で 塑性 化 す る よ う設 計 し た。ま

DF7 −3 モ デ ル

静的増分解析 お よび

保 有水平 耐力 の確認 〔ル ート 3）

時 刻歴応 答解析 〔レベル 2）

〔D 最大応 答加速 度

（2｝最大応 答層せ ん断力

（3）最大応 答層問変形角

〔4｝塑性 ヒ ン ジ の形成 状況

　 　 及 び塑性率の 評価

損傷度 の 検証

図 7検討 モ デル の 解析 手 順

表 17 階モ デル の 構成部材 の 寸法

設 置 位 置 MF7 モ デル DF7モデル 冊 7．2モ デ ル DF7 ・3モ デ ル

大嬢 SG1〔事務室部｝ H．5購 12x2じ H．勳 3   帆12×ZOH ．6りじ勲 11xL7H 鮴 1監K17

SG貰コア 部） H4 購 11べ1BH ．9DO嚇 12x19H ・9   嫐 12民19H 一魍   賦1耿 D

s田 〔桁行｝ H鋼 ×3DO乂11xl8H4 獄 300Kl1×18 【レ襯 x3QOXU べ18H44   LlxL8

小雲 SBLH ．1兇 x99 ×45K7H ・1兇 X 男 X4 ．5K7H ・19嫐 4．5×7H ．19蹴9敦 45×7

柱 s匸聖

SC2H ．齢 刪次14×26H 鋤 300xL4x26H ・猷頁漁 14x26H −7α版3じじxB 烟

SC3F

［・諏x以 匸9P レ2α 賦1り PL．跏 19PL ・  L9
　制振

プ レ
ー

ス

　 　SV1

〔外周・桁行〕 口．黜 猷6 口
．
恥 25師 k6 口

．zタ麗 鰤 口．2瀲 2ヌ樋 x6

備考 1 た だし梁端ダ ン パ ー・馴 寸訟す る 剛 性 の 大 表な梁材 S似 匹 嬲 DDλ1取 助 の み S馴00を使 用す る

表 27 階モ デル の 試 設計 結果

MF7 　　 DF7 −1　　 DF7−2DF7 −3
歌 固 有周 期 sec1 ．036　　　0．S26　　　 0．8680 ．9且9

層間 変 形 角 1次 設 計 1∫258　　 　 1r408　 　　 1／3781 ／338

層閥 変 形 角 レ ベ ル 21 ’82　 　 1川 5　 　 1ノ且031 〆109

鋼 材 重 量国
＊ 3B 　　 　　 3且3　 　　 2巳7275

＊
脳 00 の 鋼材 重 量は コストを反 映 し 、0、9を乗じ て換算

た復 元 力 特 性 は素材 の 2次剛性勾 配 を 1次剛 性 の 4％ と したバ

イ リニ ア モ デル と し て 設定 した。

　 以上 の 4 モ デ ル に対 し、観測地震波 E1　Centro　NS ，　Taft　EW ，

Hachinohe　NS 及 び 人 工 地震波BCI−L2 を最大速度 50［cm ／s】に 規

準化 し て 地 表 よ り入 力 し、レ ベ ル 2 の 地 震応答性状を 確認す

る。表 2、図 8お よ び 図 9 に上 記の 4地 震波 に 対 す る最大応答

値を示 す。在来の モ
ー

メ ン トフ レ
ー

ム で あ る MF7 は レベ ル 2

．の 地 震 に対 し、層 間 変形 角 hS　1182に 達 し、中低 層部 で は 損傷

が 層全体 に 広 が っ て い る 。そ れ に 対 し、塑 性 化 ジ ョ イ ン トを

付 設 した DF7 −1で は層 問 変 形 角 は Vl15 に 抑え られ 、損 傷箇所

は コ ア 部 の 梁端ダン パ ー
に ほ ぼ 限 定 され 、事 務 室 部の 損傷 は

非常 に 小 さい。ま た梁
・柱 材 の サ イ ズ を 低減 し た DF7 −2、　DF7 ・

3で は レ ベ ル 2の 地震時の 損傷が、低層部で は 事 務 室 側 に も広

が っ て い る もの の 、各地 震応答値 は お お む ね DF7 −1 と同様 の

　レ ベ ル に な る。
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　 階数
8765432

●．
　

丶・丶．
　 　

、
職

　　　　　
丶・

、．，

纂臨

階数

慰＼

モ
ー

メ ン ト
フ レ

ー
ム

由●−MF 、7
梁端 ダン ノ
｛ レ DF7 −
−
LV ．DF7 −
一
匚
一DF7 −3

戦、．

黒
〜

°

】

0　　　　　2．5　　　　　5．0　　　　　75 　　　　　10　0　　　 025 　　　05 　　　075 　　　1．0　　　1．25
　 　 　 応答層せん断力 ［XloSKN］　　　　　　　 応答層間変形角［x］O

’irad
】

　　　　　　 図 87 階モ デル の 応 答 性 状

モ
ー

メ ン トフ レ ーム （MF7）　　 梁 端 ダ ン パ ー
付 設 フ レ

ーム 〔DF7 −1）

　　　　　 図 97 階モ デル の 塑性 ヒ ン ジ機 構 図

　 図 8 お よ び 表 2 よ り DF7 −1 は MF7 よ り性能が 向上 し て い る

に も か か わ わ ず 鋼 材 重 量 は 同 等 で あ る。ま た DF7 ・2 お よ び

DF7 −3は 低層部の コ ア 部お よ び 事務 室 部、両 ス パ ン に お け る塑

性 ヒ ン ジ 形 成 を許 容 す れ ば、12％ 程 度 の 鋼 材 重 量 の 低 減 が 可

能 で あ る。こ の 場 合低層 部 の 事務室部 に も塑性 化 ジ ョ イ ン ト

を 付 設 す る こ とで 修 復 性 は確 保 で き る が、層全 体 に塑 性 ヒ ン

ジ が 広 が っ た 場 合、弾 性 の 柱 の み で 特定層 へ の 損傷集 中 が 回

避 で きて い るか ど うか の 検証 が必 要 とな る。
3，215 階 モ デル の 応答性状

　 15階 建 て の 実 在 中層 オ フ ィ ス ビル に 梁 端 ダ ン パ ーを付 設 し

た 建物 の 耐 震性能 を 評 価す る。15 階モ デル は 中央 部 に エ レ

ベ ーターや 諸 設 備 を配 置す る セ ン ター
コ ア 型 の 事 務 所建 築 を

想定す る。図 10，表 3に 示 す よ うに 在来 の モ ーメ ン トフ レ ーム

の MF −15、コ ア 部 に制 振 ブ レ ース を 配 置 した UBF −15、外 周 部

に 梁端 ダン パ ーを配 置 し た DF −15 の 3モ デル で検討 を行 う、

　 表 4よ り 1次設計時 の 層問変形角 は 3モ デ ル と も同等 な数値

を 示 して い る が、UBF −15お よ び DF −15で は ダ ン パ ーの 付設 に

よ り MF −15よ り 11〜13％ 程度鋼材重量 が 低減 し て い る。図 11

に は 上記 の 4地震波 に対す る各モ デ ル の 最大応答値 を示 して お

り、在来の モ
ー

メ ン トフ レ
ー

ム で あ る MF −15 は レ ベ ル 2 の 地

震に 対 し層間変形 角 が 11101に達 し、中低層部 で は 損傷 が 層全

体に 広 が っ て い る。制振 ブ レ
ー

ス を配 置 し た UBF ・15 で は 層 間

変形角は 11100とな る もの の 、制振ブ レ ース の 早 期降伏 に より

層 全体 に損傷 が 広 が る こ とは 回 避 で きて い る。しか し剛性 の

高い ブ レ
ー

ス と隣接 した境界梁 との 剛 性差 に よ り、境 界 梁 に

も塑性 ヒ ン ジが 発生 して い る。

　　　　　 表 415 階モ デ ル の 地震応答性状な ど

MF 一且5UBF −15　　 　 DF一且5
軟 固有 周 期 sec L8221 ．770　　　　 1．792

層 間 変形 角 軟 設計 1’2841 〆282　　　　 1／300

層 問変形 角 〔レ ベ ル 211101 旧 00　　　　 11122

鋼材重量［q ＊ L323ll76 　　　　 1144
＊

勁 DDの 鋼材重量 は コ ス トを反映し　 0．9を乗 じ て 換算
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図 1015 階モ デル の 簡略 図

　　　　　 表 315 階モ デル の 構成部材 の 寸法

ワ 日

O皿の

h

あ
』

部材 階数 設 置箇所 名 称 MF ．15 UBF ．15 DF．15
大梁 階

一16 階 卩ア部 以 外 SG1H ・7嘸 250Kl2 畑 5H ・7   廟 9x16H ．7α取2瞰 9xl2

コア部 s〔珍 H4跏 250×1ZX2ヱ H4瀲 2鮎 16Ii4   9xl2
3階〜7階 コア 部以 外 S〔BH ・7呶 2蝋 1ヰ燭 H・700x2勳 19H ・7職 9×16

コア 部α方向） S〔矯 H450 ×2漁 12氾 2H4 蜘 2馳 19H4 蜘 9×12
コア離保方 向）

sc δ H司晒 歙 22 II4  敦 zz

2階 卩ア 部以 外 2SG1H ・  16雌8H ．鰍 跏 16×2呂 匸1．嬲 X3呶 i似28
コア 部 zs〔昆 H   12雌 凹 H廟 頁双顕頁取1螂 H廟 蠅 00x12x29

1階 」ア 部 以 外 OSGIH ．監  16溶2呂 H．1  吻 σじC区1歔 28H ．1  3   朕16x28

卩ア 部 68⊂逗 H・7   X撒 L4×2呂 H・7   14x28 【匸．70Dx3  暖14K28

梁端 ダ ン パ ーを付設 する大梁 1β G H−1ヨ  版 12xL9

小梁 8階〜16階 X方
．
向 SB1H ・396×1蹶 フxl1H ・395×1蠍 7×11H ・3蠍 ，99K7xU

Y方
．
向 SB2H ・撫 糎24X〜X8H ・溂 xLZ4x5xBH ・24駄 12啄 5X呂

樗 8階〜16階 外周部 sc1 口・鰤 25濯 5 口・跏 漁 25濯 5 口 ・鰤 25×25
コア部 隙

制振 プ レース 芯 材 SV1PL ・150×19 FL・1蹶 19PL −1跏 19

拘束管 1　 □．− K6 口．  6x6 口・勘 2矚 矯

備湾 1 た だ し 梁端 ダ ンパ ーを付設す る剛性の大 きな梁材 L蹟 H−13D α幽 ］2×1
恥
のみ SS400 を使 用する

　 階数
t61

、 N ．
。

養熱、

階数

無 丶

1黐
0　　　　　5　　　　　10　　　　 15　　　　20　　　　　 0 　　　　0．2　　　0．4　　　0．6　　　0．8　　　LO

　 　 応答層せ ん 断力 ［XlO 糊 　　　　　　　　　応答層間変形角 rx10
’
 ed1

　　　　　　 図 1115 階モ デル の 応答性状

図 1215 階モ デル の 塑性 ヒ ン ジ機構図
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　塑性 化 ジ ョ イ ン トを付設 し た DF ・15で は 層問変形 角 は 11122

に抑 え られ 、損傷 箇 所は 早 期 降伏 した外 周 部の 塑性化 ジ ョ イ

ン トに ほ ぼ限 定され て い る。こ れ は 梁端ダ ン パ ーが 従来 の ブ

レ
ー

ス 型ダ ン パ ー
に 比 べ 早 い 段 階で 塑 性 化 させ る こ とが容易

で あ り、よ り大 き な 減衰効果を得 られ る た め と考 え られ る。ま

た 境 界 梁 が 降伏 した UBF −15と は 異 な り、DF −15で は 損傷箇所

が 取 替 え可 能 な梁端 ダ ン パ ーに ほ ぼ限 定 されて い る た め、大

地 震 後 の 補修 性 も確 保 で き て い る。

4．等価線形 化 法 に よ る 簡 易 応 答 予 測 法 の 提案

　中低 層 建築物 で は 、動的 設計 が行 わ れ る高 層 建築物 とは異

な り、時 刻 歴 応 答 解 析 に よ る建物 の 地 震応答評価 を行 わ な い

場 合 が 多い 。そ こ で 本節 で は 文 献 1），3），6）の 手 法 を利 用 し、梁

端部に 弾 塑 性 ダ ン パ
ー

を有 す る 建築 物 の 耐震性能 を 時 刻歴 応

答 解 析 を用 い ず に 評価す る 、簡易応 答予 測 法 の 提案 とそ の 精

度の 検証 を行 う。

　本 論 で は応 答 予 測 手 法 と して 等価線形化法 を用 い 、地震動

に よ る 弾塑性応答 を、復元 力 特 性 上 の 剛 性 低 下 とそれ に伴 う

減衰効果の 増 大 を 考 慮 した 等 価質点系 モ デル の 地震応答で 評

価 す る。以 下 4．童で は 片持 ち せ ん 断 柱 を用 い た 1質 点 系 モ デル 、

4，2で は 各 階の せ ん 断応 力 分 布 を考慮 に入 れ た A
，
分布則 に 基 づ

く多質点系 モ デル に よ り応 答 予 測 を行 う。ま た 4．3で は 減 衰 定

数 を 近 似す る 式 を設 定 し、よ り簡 便な 応答 予測法を誘導す る。

4．11 質 点系モ デル に よ る 応 答 予 測 法

　 図 13に 示 す よ うに 各 階 の 層 間変形 量 が
一

定 と な る 純粋 なせ

ん 断 系 と仮定 し、建 物 を等 価質量 と等 価 高 さを 用 い た 1質 点 系

モ デ ル に 置 き換 え る。計 算中 に 必 要 と され る7階モ デル の ダ ン

パ ー降伏 前 後 の 層 剛性 に つ い て は 図14の モ デ ル よ りた わ み 角

法 を利 用 し、図 14 中の 式 お よ び （1）式 で 変 形 解 析 お よ び 増 分

解析 を 行 わ ず に求 め られ る。

　　 K ．＝ 12EJc（tl＋ tz＋ t3）1hコ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

系の 等価剛性 と等価付加 減 衰 定 数 は等 価線形 化 法に よ り塑性

率 μ をパ ラ メ
ー

タ
ー

とし て 評価で きる。本論 で は等価剛 性 κ，e
と等価付加減衰定数 heqが以 下 の （2）（3）式 よ り表 され る計算 方

法
3）を減衰 平 均法 と呼ぶ。

　　 Kee＝Kd1μ ＋ Kf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　　励 ・

2（1ゴ
響 ・

（1．講 撫 ・ 　 （・・

た だ し、Kd ：ダ ン パ ー
剛 性 ，Kf：弾性骨組 み 剛 性 ，μ ：塑 性 率

，h ＝O．02 とす る。　ひ

　 梁 端 ダ ン パ
ー

を付 設 す る 前後 の 1次 固 有周期 を そ れ ぞれ T。，

T とす る と、速度応答ス ペ ク トル
ー

定の 地 震入 力が仮定で き
　 eワ

る 領域 に お い て 、ダ ン パ ー
付 加前後 で 応答せ ん 断力 は η  の

割 合 で 増加 す る と 考 え る。ま た梁端 ダ ン パ ーの 降伏 に よ る履

歴減衰に よる 応答低 減 効果 を （4）式 で 評 価す る
4）。

　　1）fi＝　（1＋ α h．）／（1＋α h．）　　 た だ し、　a 　・・25　 （4）

以 上 よ り構造物の べ 一ス シ ェ ア を （5）式で 評価す る。

　　  ψ
＝M ・g　’Dh ・（T・IT・g）・ae 　　　　　　　 （5）

た だ し、a は ダ ン パ ー付 加前の 加速度応答 ス ペ ク トル よ り得　　　　 o

られ る最大応答加速度 で ある。得 られ た べ 一ス シ ェ ア を A，分

ル 2

　　　，v
・
−o．8Σm ，

図 13 等 価 1質点系 モ デル の 作成

” 2
　

ρ、＝2．γ 、，g，＝1．2 γ sr／一レ γ ，，s、一ノ
君  とす る。

h −−M ・！v ・（la・・ql
−2… in1・，t・）／（6 ・ 2ρ・甸

　 　 　 　 　 　 9i・la1（島IF 十 3），

．’Sl＋qz・島z（intZ十3）iSl
　t・・＝＝−M ：1ur＝

81 ：たわみ角

尺 ；層間変形角

γ、・せん断変形係数

　　　　2p 島 1σ＋ 2孕 ．臨k −2ri，laii／
’
s1−2ri．ink：iSl

t3−一樹 蝋 甸 ・−2h ・k…，h）ノ（6 ・ 2P・・厨

　　　図 14 た わ み 角法 に よ る復元 力特性 の 算出

7

 
≡1』r峨 ’，

ku−1鹹ル7ゐ
k，，．＝kyk、
  厂 触仮，

縮 約 1質 点に かか る慣性 力

鰯
ω

働
ω

　
各階に か か る応答層 せ ん断加 べ 一ス シ ェア e ” ’

　 　 　 　 　 　 　 分布 則 に よ り分配 した も の とす る

、　1　　　’
、　　　　厂

7　　　　　幽
II

卩
IllIIIII

厂

　

、
F　　噛　　　1

　　−

  ＝脇
ω ・

爾
〔n ｝

縮約 1質点 系モ デ ル

の ベ ー
ス シ ェ ア

層 せん断 力 と層問 変位の 算出方法

1 へ一ス シ ェア とAi 分布則 に よ る分配 率 Bj

　 よ り、各階 の 応答層せ ん 断 力 を 算出 す る，
2 静的増 分解析 また は た わ み 角法 に よ b得 ら

　 れ た復元 力特性を用 い て 、各階の 応答層 間

　 変 形を算 出す るe
3 算出 した層 聞変形 よ り塑性率 を 求 め、数値

　 が安定す るまで 収斂 言1算を行 う。

建物 の へ一ス シ ェア は縮 約 1質点

系 モ デ ル の へ一ス ソ ェア を 用 い る

9、“例
Q4H／

ダ ン パ ー降

κ
d
＋Kf

　 図 15 地 震 応 答 値 の 評 価 手 順

梁端 ダン パ ー付 フ レ ーム の 復元 力特性

　 　 　 収斂計算 1 回 口

撃

＿ 》喫驚眞二こ欝 騨

　ノ il！．レ
．．．．ゴ．

尸’

μ
「n♪　 μ

「1♪
μ

to）

ダン パ ー付加 前 の

フ レ
ー

ム の復 元 力特性

図 16 収 斂 計 算 の 過 程

布 則 に よ り各 階 の 応 答 層 せ ん 断力 と して 分配す る （図 15）。ま

た 各 階 の 復 元 力 特 性 よ り応答層せ ん 断 力 に 対 す る層 間変位を

求め 、塑性率 μ を再 計 算す る。こ の
一

連 の 過 程 を応答層せ ん

断 力 が 収 束 す る ま で 収 斂 計 算す る
t）
（図 16）、

4．2 多質点系モ デ ル に よ る 応 答 予 測 法

　4．1の 1質点 系 モ デル で は 曲げ変形 が卓越 す る 建 築で は 誤 差

が 大 き い 。そ こ で 各階 の 変形 量 の 違 い を考 慮 した評 価 を行 う。

梁端ダン パ ーを 付設す る建物 で は、大地震 時 も弾性 域内 に留
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ま る 主架構 に よ り各階 の 応答せ ん 断力分布 は A 分布 則 に 従 う
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t

と考えられ る。そ こ で 4．1と同様 に加 速 度 ス ペ ク トル よ りダ ン

パ ー
付加 前 の ベ ー

ス シ ェ ア を求め、A
，
分 布則 に よ り各 階の 層せ

ん 断 力 を 算出 し、静的 増分解析 に よ る復 元 力 特 性 を用 い て 層

間変位を算 出 す る。こ の 時、等 価 質量 お よび 等価周期を（6）式

で 評 価する
S）。

蝋 搬 撫 翻 　 ，、、

　 　 　 　 N　　　 F

7⊇押＝2・

  罵 、

（7）

た だ し 札調 は i階の 収 斂 n 回 目にお け る 等価剛性，B
、
は A

，
分布

則 に よ る各階の 層せ ん 断力 g、
とべ 一ス シ ェ ア 2，

の 比 で β广g／
2，

とす る。次 に各層 で 評価 した 等価付加減衰定数駕勉よ り、構

造物全体 の 等価 付加減衰 定数  
卿 を （8）式 お よび （9）式 で 評価

す る c’〕。

　　編
・ 一導痂

・ … ／シ
・

　　　　 （、）

　　…
｛”）一（B，eb〔°

ヅ／・梅 ω

　 　 　 　 （，）

（4），（5）式 で得 られ た応 答 層 せ ん断 力 及 び層間変位 よ り、等価線

形 化法 の パ ラ メ
ーターとな る 塑 1生率 μ を再 計算 して、応 答層

せ ん 断 力 の 数 値 が収 束 す る ま で 収斂計算 を行 う。
4．3 減衰近似法 に よ る応答予 測 法

　4．2の 多 質 点 系 モ デ ル に よ る 手 法 は 精度良く応答予 測 で き る

が 計算過程 で 収 斂計算 が 必 要 とな る。 そ こ で 等価減衰定数（3）
式 に 対 し、（10）式 に よ る近 似式 を設 定す る。（10）式 に よ り等 価

減衰 定 数 を仮定す る方法 を こ こ で は減 衰 近 似法 と呼ぶ。

　　la・ − a （1
−1／μ）（樹 耐 た だ し a −O．115　b−O．55 （10）

図 17 に減衰 平均 法 と減 衰 近 似法に よ る 等価付加減衰定数を比

較 し た グ ラ フ を記 す。μ ≦ 8程度の 範 囲 で は 両者 は 良 く似た 性

状 を 示 して い る 。 塑 性率 の 定義（11）式 に （2），（4），（10）式 を代入

し て μ
＝

μ
砌 とお き、塑性 率 の 収 束 値 μ　「

1‘’m ） に 関 して 解 くと、

μ
吻 を （12）式 の よ うな 陽な形 に 表現 で き る。

　　△u
〔lim’

　・　1・
eim’

　・△u ，
・△U ・

‘の ・Dh・V）（｝7）？i；　 　 （11）

　　　 
γ・ 〆 ＋ 4（1・ a αfih）［cu・fi

” 1
＋ （1・ ah ・）PS・

’

］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （12）　 　 μ　

＝
　　　　　　　　　　　 2（1＋ aαfib）
た だ し ff＝κ罵 ’γ

＝β一
ααβ  ααβ  μ 厂

A　Uf
（°）〆A　Uy　・△

娩
：

ダン パ ー付 加 前 の 層間変位で あ る。

　（12）式 を 用い る と 収斂計算 を行 わず に 直接 μ
砌 を求 め る こ

と が 可 能 とな り、よ り容易 に 応答 予 測値 を 算 出 で き る 。 図

18，19 に 4．1 〜4．3 の 各 手 法 を用 い た簡易応答予測値 と時刻歴

応答解析値 （上 記 の 4 地震波 に対 す る最 大応 答値）の 比 較を 記

す 。 多質点 系モ デ ル は 1質点系モ デル に 比 べ 精度が 良 く、減衰

近似法 は減衰平均法 と同 等の 精度 を得て い る。
5．結論

　梁端部 に 弾塑性 ダ ン パ ーを有 す る制振構造に つ い て そ の 応

答低減効果お よび 経済性 を検証 し、構 造 計 画 を行 うた め の 簡

易 応答予 測法 に つ い て 提案 した。そ の 結果以 下 の よ うな知見

が得 られ た 。

（1）梁端ダン パ ー
の み で 入力 地震 エ ネル ギー

を調整する構造計
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　　 等価付加減 衰 定数h
O．2
　　
0．15

0．1

　 階数
s

儀
棲謙 黛
1

0．05

　　
　 0
　 　024681012

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　塑性 率 μ

図 17 減衰平均法 と減衰近 似式 の 等価付加 減衰定数 h
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ee

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 階数

0　　　　，　！ 5　　　　 50 　　　　 7、5　　　　10　　0 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L25

　 　 応答層せん断力 ［X1 び繝

　図 18 地 震 応 答 の 解析 値 と予 測値の 比 較（7階モ デル ）

　 階数
16

　 　 応答 層問 変形 角【X10
．ITad

］

14

且210B6

．

42

＼
　 　 　 　 　

一
一
一時刻歴 応答

　 　 　 　 　 減糞 P均 法

畔
認

　　　　　竃

階 数

＼
触

鑼毒
0
　　　 50　　　10　　　1S　　　20　　 0　　 02　　 04 　　 06 　　 0、S　　l．0

　 　 応答層せん断力 ［xlO3KN ］　　　　　　 応答 層問 変形 角 rxlO
’irad

］

　図 19 地震応答の 解析値 と予測 値の 比較（15階モ デル ）

　画 で も ダン パ ーの 付 く梁剛性 を 上 げ る こ とに よ り、応答 の

　低 減 お よび 鋼材重 量 の 削減 を図 る こ とが で き る 。

（2）検討 し た よ うな 中低層の 1次モ ー
ドが 卓越す る規模 の 構造

　物 で は、提案 した 簡便 手 法で の 応答予 測 が 可能 で あ っ た。
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